
          平成２８年度研究課題の外部評価結果報告
○ 目　的 

○ 外部評価委員 

委　員   金澤　秀子     慶應義塾大学薬学部教授　（専門分野　分析化学等）

委　員   高木　敬彦     麻布大学獣医学部教授　（専門分野　公衆衛生学等）

○ 評価項目

事前評価 中間評価 事後評価

研究の必要性・緊急性 研究の進捗状況 研究目標の達成度及び成果

研究の独創性・新規性 研究計画の妥当性 研究成果の発展性・応用性

研究計画･研究体制の妥当性 研究体制の妥当性 研究成果の水準

技術的達成可能性 今後の課題及び将来展望

研究成果の展開と反映 研究成果の展開と反映

○ 評価方法

○ 研究課題概要、評価結果及び衛生研究所の対応 

１.事前評価（７課題）、２.中間評価（１課題）、３.事後評価（６課題）

No. 担当部 研究期間

微生物部
細菌・環境生物Ｇ

29～31

概要

外部委員による総
合コメント

衛生研究所の対応

微生物部
細菌・環境生物Ｇ

29～31

概要

外部委員による総
合コメント

・Campylobacterによる食中毒は、報告数が多く、薬剤耐性が見られることから、薬剤耐性状況の把握は重要で
あると考えます。申請者らは既に同様の手法を用いて研究しており、十分な成果が得られ、医療機関における抗
菌剤の適正使用への貢献を期待します。
・現在でも発生件数の多いCampylobacterによる食中毒の薬剤耐性に関する本研究成果は、適切な治療を選択す
る上で極めて重要です。是非とも研究目的を達せられ、得られた知見が医療現場へフィ－ドバックされますよう
望みます。

・近年、蚊を媒介とするさまざまな感染症が問題となっているなかで、神奈川県内の蚊の生息状況および季節消
長を調査し、感染症媒介蚊の接触リスクを明らかにすることは感染症防止対策への貢献が期待できます。
・本研究は、これまで調査例が少ない山間部での蚊の発生状況に関する調査であり、蚊が媒介する感染症の脅威
が増す中で、得られた知見はその対策の一次資料として必要です。是非とも多くの地点でデ－タを集積され、価
値の高いものにしていただきたくお願いします。

これまで様々な蚊媒介感染症の国内感染が危惧されてきたが、2014年にデング熱の国内感染が起こり、その危惧
が現実のものとなった。また、2015年よりジカ熱と小頭症の関連が濃厚になり、新たな蚊媒介感染症の問題が発
生している。
神奈川県には、国内のみでなく海外からも多くの観光客が訪れている。特に夏を中心とする蚊の発生時期に多く
の人が訪れることから、蚊との接触リスクが高いと考えられる。しかし、山間部に生息する蚊の種類および発生
時期に関するデータがないことから、山間部における蚊の発生状況についてCO2トラップを用いて調査し、感染

症媒介蚊の接触リスクを明らかにする。

Campylobacter jejuni/coliの薬剤耐性状況を把握することで、医療機関での適切な薬剤の選択に繋がると考え
ています。さらに、キノロン系及びマクロライド系薬剤耐性遺伝子を解析し、リアルタイムPCRを用いた検出法
を検討します。
これにより、耐性菌を迅速に検出できると考えています。また、本研究の成果は医療機関等にフィードバックす
るように努めます。

山間部における感染症媒介蚊の発生状況に関する研究

1

2

　衛生研究所が実施する研究課題に対して、研究計画の適正な評価を行うことにより、課題の設定、計画の立案と実施方法、成果の活用
等について、よりよい方策を見い出すために、外部評価委員による評価を実施しました。また、評価結果は衛生研究所の研究活動につい
て、広く県民の理解をえることを目的とし、公表しております。

評価項目

研究課題

ヒトの便及び市販鶏肉由来Campylobacter jejuni/coliの薬剤耐性に関する研究　-キノロン系及び
マクロライド系薬剤耐性に関する遺伝子変異の解析-

　平成 ２９年度経常研究として提出された新規研究 ７課題の事前評価、継続研究 1課題の中間評価及び平成２７年度終了研究 ６課題
の計１４課題について、所内研究課題評価委員会（内部委員 ９名）による評価並びに助言・指導を受け、研究員が研究計画の見直し等
の対応を行いました。さらに外部評価委員による評価並びに助言・指導を受け、研究課題の今後の方針を決定しました。また、新規研究
７課題については、成果の県政策及び行政現場での活用推進を図るため、本庁事業課の意見聴収も行っています。

Campylobacter jejuni/coliは食中毒の原因菌として重要である。近年、キノロン系薬剤に対する耐性株の増加
やカンピロバクター感染症の第一選択薬剤であるマクロライド系薬剤に対する耐性株が報告されるなど、薬剤耐
性菌が問題となっている。
そこで、ヒトの便及び市販の鶏肉から分離したCampylobacter jejuni/coliについて薬剤感受性試験を実施し、
薬剤耐性状況を把握する。さらに、キノロン系及びマクロライド系薬剤に対する耐性に関連のある遺伝子におけ
る変異を解析し、これら薬剤に対する耐性菌をリアルタイムPCRを用いて検出する方法を検討する。

１.事前評価



衛生研究所の対応

微生物部
ウイルス・リケッ

チアＧ
29～31

概要

外部委員による総
合コメント

衛生研究所の対応

理化学部
食品化学Ｇ

29～31

概要

外部委員による総
合コメント

衛生研究所の対応

理化学部
薬事毒性・食品機

能Ｇ
29～31

概要

・近年のAH3型インフルエンザウイルスにおいて血球凝集能（HA）活性が低下し、型別ができないあるいは分離
が困難等の問題が生じています。インフルエンザの流行対策を考える上で、正確な流行を把握するための抗原解
析は重要であり、様々なウィルスの抗原性状の情報の蓄積により、ワクチンなど感染予防対策への貢献が期待で
きます。
・本研究はインフルエンザの流行予測で見落とされる危険性のあるHA活性低下株を対象にしたものであり、本研
究成果によって得られた知見は型別判定や検査体制の充実に寄与するとともに、今後のインフルエンザ対策に貢
献するものと期待します。

・脂質等の測定妨害物質を多く含む食品のマトリックスの影響を抑制できるように現状の試験法を改良した試験
法を適用することにより、農薬を原因とした健康危機事例において、より広範囲の原因物質を迅速に測定するこ
とにより、被害拡大防止への貢献が期待できます。
・農薬の食品への混入は健康危機管理上でも重要な問題です。本研究は新たにN-メチルカーバメート系農薬の検
出が可能となる試験法の開発を行うものであり、さらに本法が多くの食品にも対応できることで食品の安全安心
に大きく貢献するものと期待できます。

現在、未規制薬物の分析は測定対象ごとに分析法が異なるため検査の長期化につながっている。また検体から薬
物を探索・推定する場合、あらかじめ分析機器に登録しているスペクトルライブラリーと比較するが、未規制薬
物についての情報は不足している。
本研究では未規制薬物にも対応した「GC/MS（ガスクロマトグラフ質量分析計）法を用いた一斉分析法の開発」
と「スペクトルライブラリーの構築」を行い、これにより従来よりも検査期間の短縮を図り、また情報の少ない
未規制薬物であっても見逃し防止による確実な分析を行う。さらに、神奈川県薬物濫用防止条例に基づく乱用薬
物の規制強化のため、未規制薬物を知事指定薬物に指定する際、県内での流通実態に係る情報が求めらており、
本研究の成果をその情報提供に活用する。
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健康危機事例への対応力強化のため、対応可能な食品の種類及び農薬の増加を目指し、現状の試験法の改良を進
めます。
まず、試料のマトリックスの影響を抑制するため、様々な食品に共通して使用できる疑似マトリックスを検討し
たいと考えています。また、新たに対象農薬として追加するN-メチルカーバメート系農薬は、使用頻度が高く、
急性毒性も強いため、検査の必要性は高いと考えています。
試験法の改良により、より広範囲の健康危機事例において迅速な原因究明を行い、行政の健康危機管理体制の向
上に貢献したいと考えています。
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農薬を原因とした食品の有症苦情及び野鳥のへい死事例等に対し、迅速に原因物質を特定することは、健康危機
管理において極めて重要である。そこで、平成25年～平成28年の経常研究（研究課題：健康危機管理に係る緊急
時の農薬迅速試験法に関する研究）において、有機リン系農薬68種類を対象とし、農薬が加工食品等に高濃度に
含まれていることを迅速かつ簡便に確認するための試験法を開発した。
本研究では、前経常研究において開発した試験法について、①測定におけるマトリックスの影響の抑制による添
加回収率の改善、②対象農薬としてN-メチルカーバメート系農薬の追加をそれぞれ検討し、試験法の改良を目指
す。より多くの食品等に対応し、より多くの農薬に適用可能な試験法を開発することで、健康危機管理体制の強
化に繋げる。

インフルエンザウイルスのHA活性低下株対策に関する研究

GC/MS法による乱用薬物の一斉分析法の開発及びスペクトルライブラリーの構築

HA活性低下株の把握と対処方法の検討は、インフルエンザ流行対策に必要と考えます。
既知の方法を用いた検討によって得られた知見をもとに、新たな方向性を見い出したいと考えますが、既存の方
法では目的が達成できない場合は、情報収集を行い別の解決方法を模索します。
本研究を通して得られたHA活性低下株に対する知見を、ウイルスサーベイランスに反映したいと考えます。

蚊媒介感染症の侵入リスクは、今後も増加していくと推測されますので、感染症媒介蚊の接触リスクを明らかに
しておくことが、感染症防止対策を立てるうえで重要と考えられます。
これまでに、神奈川県の山間部における蚊の発生状況の調査が行われていなかったことから、標高50m（平
地）、350m（低山帯）、700m（山地帯）付近の住宅地等にトラップを設置する予定です。
4月～11月に、月2回、CO2トラップを用いて蚊の採集を行い、生息する蚊の種類およびその季節消長を調査する
予定です。
調査結果の公表については、関係部署と十分に協議したうえで行いたいと考えています。
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インフルエンザは、流行規模の大きさ、感染しやすさなどの点から、監視対象として重要視されており、改正感
染症法においてもサーベイランスが強化されている。近年のAH3型ウイルスの特徴として、ウイルスの持つ血球
凝集能（HA）活性が低下し、型別ができないあるいは分離が困難等の問題が生じている。HA活性低下株は、通常
の分離方法では見落としてしまう可能性があり、正確な流行把握をするためには見落としをできる限り抑える対
策が必要と考える。
HA活性低下株の見落としを防ぐ方法として、分離条件および赤血球凝集抑制試験(HI試験)条件の再検討を行う。
AH3型ウイルスに関してはHA活性低下株に特徴的なNA遺伝子変異があることから、遺伝子変異の有無を確認し、
実態把握を行う。また、AH3型以外にもHA活性低下株と疑わしき株が見つかった際には、特徴的な遺伝子変異に
ついて調査する。

健康危機管理に係る農薬迅速試験法に関する研究
― より多くの食品等への対応及びN-メチルカーバメート系農薬を対象とした検討 ―



外部委員による総
合コメント

衛生研究所の対応

理化学部
生活化学・放射能

Ｇ
29～31

概要

外部委員による総
合コメント

衛生研究所の対応

理化学部
生活化学・放射能

Ｇ
2９～31

概要

外部委員による総
合コメント

衛生研究所の対応

No. 担当部 研究期間

理化学部
食品化学Ｇ

27～29

・スペクトルライブラリーと一斉分析法の構築により、未規制薬物の迅速な推定が可能になれば、乱用薬物の速
やかな規制強化につながり、住民の健康被害への対策に対する貢献が期待されます。
・乱用薬物の問題は社会的な関心も高く、未規制の薬物対策は非常に重要です。本研究による一斉分析法の開
発、ライブラリ－の構築が達成されることにより対策が強化できることから、研究成果の意義は非常に高いと思
います。

・神奈川県の主要な水道水源である河川における抗微生物剤の汚染実態を把握し、抗微生物剤の浄水処理による
挙動について検討することは、飲料水の安全確保につながるばかりでなく、また、医療・畜産分野では薬剤耐性
微生物が問題となっており、本研究の必要性は高いです。
・水道原水中に含まれる多様な化学物質の問題は指摘されているところです。よって原水中の抗微生物剤の分析
法の検討や作製された方法による県内の水環境における存在実態の解明及び浄水工程での当該物質の挙動に関す
る知見は極めて重要と思います。本研究成果に期待しています。

福島第一原発事故から約６年が経過し、当県では、事故由来の人工放射性核種が不検出となる環境試料が増えて
きている。しかし、月間降下物や蛇口水等からは、未だに放射性セシウムが微量ながら検出されている。
そこで、降下物について、１週間程度毎に降下物を採取し、月内の変動性、放射性セシウムの降下は一過性か、
あるいは定常的に降下しているのか、気象条件との関連性など、より細かな傾向を把握する。蛇口水について
は、飲料水からの年被ばく線量を推定するため、毎平日1.5L程度を採取し、３か月分（約100L）ごとにまとめて
濃縮した試料について調査する。これらを検討することにより、当県への福島第一原発事故の長期的影響を推定
する。
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神奈川県内の水源河川中に存在する抗微生物剤の現状を速やかに把握できるよう、分析法の検討や実態調査を計
画的に実施します。また、ヒトへの影響を考える上で、残留した抗微生物剤の浄水処理による挙動も重要と考え
ています。
浄水処理を模した室内実験を行い、その挙動に関する知見が得られるように課題に取り組みます。
飲料水の安全性確保や水環境中における薬剤耐性微生物対策に貢献できるように、また研究成果を速やかに公表
できるように努力したいと思います。

6

県内の降下物、蛇口水について、放射能濃度を調べ、継続的なデータを収集後、詳細な検討を行い、当県への福
島第一原発事故の長期的影響を把握できるよう努めます。また、県民の安心・安全に貢献できるように、研究成
果に基づいた情報提供を行い、さらにその方法についても、今後検討していきたいと思います。
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２.中間評価

日本では危険ドラッグの店舗販売はなくなったものの、インターネットや海外では新たな化合物が形を変え未だ
に流通しているため、今後も乱用薬物対策は継続して行わなければならないと考えています。
本研究により検査期間の短縮とより確実な分析を目指し、神奈川県薬物濫用防止条例に基づく県知事指定薬物へ
の指定等、薬物乱用規制対策の一助としたいと考えています。
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水道原水中における抗微生物剤の存在実態に関する研究

研究課題

合成樹脂製の器具又は容器包装におけるカドミウム及び鉛材質試験に関する検討

河川水中に残留する医薬品成分のヒトや生態系への影響が問題視されている。抗微生物剤はヒトの治療以外に
も、畜水産分野やペットなどでも広く使用され、全国の水源河川においてその検出が報告されている。また、医
療・畜産分野では薬剤耐性微生物が問題となっており、平成28年に国が示した「薬剤耐性（AMR）対策アクショ
ンプラン」の中でも水環境中の抗微生物剤濃度の監視は課題として挙げられている。
そこで、神奈川県内の水源河川における現在の抗微生物剤の存在実態を把握するため、主要な水道水源である相
模川において実態調査を実施する。併せて、水道原水が浄水場で処理されて水道水となることを想定し、抗微生
物剤の浄水処理による挙動についても検討する。

神奈川県における福島第一原発事故の長期的影響の推定

・飲料水からの年被ばく線量を推定することは、福島第一原発事故による年被ばく線量の把握の一助となりま
す。月間降下物や蛇口水等からは、未だに放射性セシウムが微量ながら検出されています。福島第一原発事故
後、県民の安心安全のためにも、調査研究に基づいた情報提供が重要となります。
・本研究は原発事故の影響が様々な地域に及ぼす長期的な影響を把握するものであり、新規性は低くとも、その
継続的なデ－タの集積は必要不可欠なものです。本研究成果は今後の生活の安心・安全を巡って様々議論がある
中、科学的根拠に基づく議論をするための資料としても大切なものと思います。
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No. 担当部 研究期間

微生物部
細菌・環境生物Ｇ

25～27

概要

外部委員による総
合コメント

衛生研究所の対応

微生物部
細菌・環境生物Ｇ

25～27

概要

外部委員による総
合コメント

衛生研究所の対応

・合成樹脂製の器具又は容器包装材質試験において、より精度の高い検査を再現性良く実施するなど、収去検査
等において、より精度の高い検査法の確立は有害金属を含有した製品流通の防止に貢献します。
・食品、容器包装、玩具に含まれるカドミウム等の問題は輸入品が溢れる日本においては、常に発生のリスクを
抱えています。本研究により適正な前処理法が作成されることで、精度よく検査体制が構築されることを期待し
ます。

・感染性胃腸炎の原因病原菌の動向調査により、細菌性感染性胃腸炎患者の便検体から、多剤耐性菌を検出する
とともに、下痢原性大腸菌の病原因子の保有状況を明らかにしました。研究成果は、当初目的としていた水準に
達しており、今後は臨床へのフィードバック体制の構築が望まれます。
・本研究によりESBL（基質特異性拡張型βラクタマーゼ）やAmpC（AmpC型βラクタマーゼ）産生耐性菌が多数分
離され、また耐性因子でも検出数の多いグル－プが高頻度に検出されるなど多剤耐性菌の検出状況を明らかに
し、成果を上げられたことは有意義なものと思います。

・リアルタイム PCR を用いたC. ulcerans の検査法の検討により、今回調査した範囲では、県内のイヌ及びネ
コにおける保有率は低いことが明らかとなりましたが、過去に県内で患者発生が報告されていることから、継続
的な調査が望まれます。本菌による感染症の危険性について情報提供し、県の動物由来感染症対策への活用が期
待されます。
・本研究により、構築された検査法でコリネバクテリウム・ウルセランスの検出が可能になったことは有意義な
成果が得られたと思います。さらにイヌやネコの実態調査を進めて測定数を増やし、県内の状況が明らかになる
ことを期待します。

前処理法に問題があることが分かったため、使用器具を含めたさらなる検討を進め、回収率が低下した原因を究
明します。また、原材料（合成樹脂の種類）の違いによりカドミウムや鉛の回収率に相違がある傾向が見られた
ことから、検証試験を実施し、より良い試験法となるよう検討を入念に行います。
検査に従事する検査員全員が安定した結果を出せるような検査体制の構築を目指します。

2
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ESBLに関しては、CTX-M型の各サブグループのどの耐性遺伝子を保有しているのかに範囲を拡げ、AmpCに関して
は、今回用いたプライマーでは耐性遺伝子が検出できなかった耐性菌について、どのような耐性遺伝子を保有し
ているのか検討を行い、ESBL及びAmpCともに継続して調査します。
下痢原性大腸菌の病原因子の保有状況については、臨床症状との関連を明らかにするためにも、データを蓄積
し、継続して調査します。また、ホームページによる情報提供及び学会発表等により臨床への情報伝達を行うよ
うにします。

1

３.事後評価

細菌性感染性胃腸炎の原因病原菌の解析に関する研究　-多剤耐性菌分離状況及び下痢原性大腸菌
の病原因子の保有状況について-

コリネバクテリウム・ウルセランスの検出法の検討およびイヌ・ネコにおける保有状況の調査

基質特異性拡張型βラクタマーゼ（以下、ESBL）産生菌など薬剤耐性菌の出現が世界各国で問題になっている。
そこで、神奈川県内の医療機関を受診した感染性胃腸炎患者便を検体とし、ESBL及びAmpC型βラクタマーゼ（以
下、AmpC）を産生する耐性菌の保有状況を調査したところ、ESBL産生菌の耐性遺伝子は日本で検出の多いCTX-M-
9グループが高頻度に検出され、AmpC産生菌の耐性遺伝子は、CIT型が多く分離された。
また、前述の検体を対象として、腸管系病原菌検査を実施し、下痢原性大腸菌の病原因子の保有状況を調査した
ところ、病原因子が検出された大多数の株がO型別不能（OUT）であったことから、下痢原性大腸菌の分類にはO
型別だけではなく、病原因子保有の調査が有用であることが示された。

イヌ・ネコを対象にしたこれまでの調査でC. ulceransが検出されなかったことから、その保有率は低いことが
予想されます。
調査対象とするイヌ・ネコの選定について関係機関と協議しながら、本研究で検討した検査法を用いて今後も調
査を継続し、本菌の保有状況の把握に努めます。さらに、陽性検体等を用いて検査精度を維持しながら感染症発
生時に迅速な対応が出来るように努めます。

合成樹脂製品には、安定剤や着色剤等の添加剤として重金属化合物が使用されることがあるが、カドミウム
（Cd）や鉛（Pb）は毒性が強いことから、器具・容器包装等では食品衛生法による規制がある。平成24年度に国
立医薬品食品衛生研究所が中心となり実施した、Cd及びPbの材質試験の試験室間共同試験に参加した際、当所で
公定法に準じて開放系の前処理を行った後に原子吸光光度法及び誘導結合プラズマ発光測定法により測定を行っ
たところ、基準値付近の濃度では良好な回収率が得られたが、基準値より高濃度に含有する検体ではPbの回収率
が6割程度と著しく低かった。
一方、マイクロウェーブ法にて前処理を行った場合には高濃度でも良好な回収率が得られたことから、開放系の
前処理過程での損失の可能性が考えられた。検査を実施するにあたっては、高濃度域にあっても正確な結果を出
すことが求められることから、揮発や他の化合物の影響など、Pb減少の理由を検証する。

Corynebacterium ulceransのジフテリア毒素遺伝子検出法を検討した。C. ulceransの保有するジフテリア毒素
遺伝子について既報の塩基配列から特異的なプライマー及びプローブのセットを設計し、C. ulceransの増菌培
養液から作製したDNAの10倍段階希釈液を用いて定量PCRを行った。その結果、相関係数が0.99以上を示す良好な
検量線が得られ、なおかつ101/PCR tubeのレベルでジフテリア毒素遺伝子が検出されることを確認した。さら
に、C. ulceransの分離株をイヌ及びネコの口腔ぬぐい液の培養液と混合して培養し、培養液から抽出したDNAを
用いてリアルタイムPCRを行ったところ、いずれのサンプルについてもジフテリア毒素遺伝子が正しく検出され
た。
平成25年度から27年度にかけて、動物保護センターに搬入、あるいは動物病院に来院したイヌ263頭及びネコ130
頭について、今回新たに設計したプライマー及びプローブを用い、C. ulceransのジフテリア毒素遺伝子の検出
を試みたがすべて陰性であった。

研究課題



微生物部
細菌・環境生物Ｇ

25～27

概要
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理化学部
食品化学Ｇ

24～27

概要

外部委員による総
合コメント

衛生研究所の対応

理化学部
薬事毒性・食品機

能Ｇ
25～27

概要

外部委員による総
合コメント

衛生研究所の対応

理化学部
生活化学・放射能

Ｇ
25～27

・マクロライド系薬剤に耐性を示すGAS（A群溶血レンサ球菌）の薬剤感受性と耐性遺伝子の保有、変異の有無に
ついて調査し、遺伝子解析の導入を行ったことにより、薬剤耐性化の現状を把握することができ、医療機関へ情
報提供・注意喚起につながるものと評価します。
・本研究成果により、主としてGASを対象とした遺伝子解析法による調査研究が可能となり、得られたデ－タに
よる医療分野への貢献度は高いと思います。また今後の研究の発展にも貢献するものと期待します。

・過去の異臭検査において、検出されたが定量が困難であった食品中に含まれる揮発性化学物質4成分のＨＳ/Ｇ
Ｃ/ＭＳ（ヘッドスペース法ガスクロマトグラフ質量分析計）による定量が可能となったことから、異臭の迅速
な原因究明及び健康被害の防止に役立つものと判断します。
・食品の異臭成分に関する測定法の確立は、食品衛生上重要です。本研究により、これまで測定が難しかった4
成分について、信頼性の高い測定が行えるようになったことは評価される結果です。本研究成果である検査法の
構築がもたらす貢献度は高いと思います。

・化粧品に配合される紫外線吸収剤は、薬事法に基づく化粧品基準で配合制限が定められており、HPLC-PDA
（フォトダイオードアレイ検出器付高速液体クロマトグラフ）法及びGC -MS（ガスクロマトグラフ質量分析計）
法による一斉分析法の構築により、検査の信頼性向上さらには紫外線吸収剤が配合される化粧品に起因する苦情
などへの行政的な対応や化粧品の品質確保への貢献が期待されます。
・本研究により、HPLC-PDA法による化粧品中の対象成分の一斉分析が可能になったことによる検査レベルの向上
は、評価されるものです。これにより多くの化粧品が存在する現在では、検査が求められる製品についても迅速
な対応が可能になり、本研究成果の貢献度は高いと思います。

消費者が食品について不安を訴える要因の一つに異臭がある。原因は異物混入、移り香、食品成分そのものから
生成したものなど様々である。この様な異臭の苦情では主にHS/GC/MS（ヘッドスペース法付ガスクロマトグラフ
質量分析計)測定で食品中の揮発性化学物質を検査しており、その検査結果は原因究明及び健康被害防止に有用
である。このため検査には迅速さ、精度、定量性が求められている。
しかし、食品成分の妨害等の影響があるため、食品毎に検査法の検討が必要で時間がかかり、また多くの場合、
定量ができないといった問題点がある。そこで、食品成分のHS/GC/MS測定に対する影響を調べ、これら問題点の
改善を図った。

化粧品中に配合される紫外線吸収剤の検査の高度化に関する研究

マクロライド系薬剤(MLs)に耐性を示すA群溶血レンサ球菌(GAS)が、国内外で2000年以降、劇症型溶血性レンサ
球菌感染症患者およびA群溶血性レンサ球菌咽頭炎患者から検出され、さらに増加傾向にある。そこで県内の小
児科定点および医療機関からA群溶血性レンサ球菌咽頭炎を疑う検体より菌検索を行い、GASを分離し、薬剤感受
性測定ならびに耐性遺伝子および病原因子の遺伝子解析を実施した。
その結果、県内で分離されたGASも2000年以降、MLs耐性化が進んでいることが明らかとなり、その耐性遺伝子保
有状況を把握した。さらに病原因子emm遺伝子型別法の導入を図るため測定条件等の検討を行い実施可能とし
た。今後も継続して新たな薬剤耐性菌の動向を監視するとともに、これにより薬剤耐性菌の蔓延防止及び患者の
重症化防止に役立てたい。
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検査員全員が異臭の苦情時に迅速に対応できるよう本分析法の検査手順書を整える予定です。また、本分析法を
もとに、他の揮発性化学物質による異臭成分の分析法を検討し、定量可能な対象物質を増やし、様々な事例に対
応できるように体制を構築したいと思います。
異臭混入の原因特定及び健康被害防止に役立てるため、研究成果を論文等の形で発表したいと考えています。

研究目的に従ってこれまで神奈川県内で収集したA群溶血レンサ球菌（GAS）の薬剤耐性化の現状を把握し、病原
因子であるemm遺伝子解析法の導入を行いました。
今後は、継続して薬剤耐性菌の監視を行い、新たな病原因子の検出や新たな耐性菌をより迅速に探知する遺伝子
検査法の検討を行ってまいります。また、本研究成果を積極的に公表していくことにより、不適切な薬剤の使用
の注意喚起のための一助になるよう努力していきたいと思います。

本研究によって確立した化粧品中の紫外線吸収剤の一斉分析法は、検査の効率化や信頼性の向上に資するもので
あり、化粧品の品質確保と行政指導等に貢献できるものと考えています。
今回は紫外線吸収剤の中でも特に汎用性のある成分等をターゲットとしましたが、今後の動向に留意して、対象
成分を拡大し、化粧品の品質確保に貢献するよう努めて参りたいと思います。

食品中に含まれる揮発性化学物質の分析法に関する検討

近年、紫外線による皮膚障害への意識が高まる中、様々なスキンケア製品が市販、利用されている。一方、それ
ら製品に関係する皮膚トラブル等の苦情が国民生活センター等に寄せられている。苦情の原因は様々であるが、
スキンケア製品等の化粧品に配合される紫外線吸収剤は、医薬品医療機器等法に基づく化粧品基準で配合制限が
定められており、品質管理、法令遵守のためには有用な分析法が必要と考えられる。
今回、化粧品中の紫外線吸収剤成分の一斉分析が可能なHPLC-PDA（フォトダイオードアレイ検出器付高速液体ク
ロマトグラフ）法及び確認試験として使用できるGC-MS（質量分析計付ガスクロマトグラフ）法の機器条件の検
討を行ったところ、良好なピークの分離、妥当性確認の結果を得た。また、GC-MS法に適用させるために必要な
固相カラムを用いた抽出方法の検討を行い、有用な結果を得た。

神奈川県における放射能汚染に関する研究　ー環境からのアプローチー

呼吸器系細菌（主にA群溶血レンサ球菌）の薬剤感受性および耐性遺伝子に関する研究



概要
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衛生研究所の対応

・原発事故後5年が経過していますが、県としてこれまで未調査の河底土や海の放射能調査を行う ことは、県民
の安心安全のためにも重要であると考えます。今後は、事故直後より測定してきた試料について詳細な分析及び
解析を行うことにより、神奈川県の放射能汚染状況の把握を行って頂きたいです。
・今後の生活の安心・安全について議論される中、事故が発生した場合の長期的な各地域への影響は、国民の関
心事です。未だに福島原発事故の各地域への長期的な影響が懸念される中、各自治体でのそれぞれの調査は重要
です。さらに継続的に行う必要性がありますので、是非とも新たな計画を立ち上げていただきたいと願います。

本研究の意義をご理解いただき、ありがとうございます。これからも、河底土や海底土などの放射能調査を実施
できるよう、努力いたします。
また、これまでに蓄積した、過去から現在までのデータを詳細に解析し、神奈川県の放射能汚染状況の把握に努
めます。県民が今、必要としている情報を提供できるように、当県の放射能レベルの調査・研究を継続します。
原子力施設を抱え、原子力艦船が寄港する当県においては、危機管理の点からも集積したデータを活用できるよ
うに態勢を整えたいと考えます。
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2011年３月に発生した福島第一原子力発電所事故では、約260km離れた神奈川県においても環境、農畜水産物等
の試料から事故由来の人工放射性核種が検出され、その影響が明確になった。しかし、緊急時放射能調査等のみ
では、神奈川県全域での放射能汚染を知ることは困難であった。そこで、環境の汚染状況を把握する手がかりと
して、県内の広域の空間放射線量率を把握するために2012年度より稼動したモニタリングポスト設置地点を中心
に、事故由来の人工放射性核種の土壌への降下量を調べることとした。
また、これまでに採取した、あるいは今後採取する河底土や海底土を用い、事故由来の人工放射性核種の河川や
海域における蓄積状況の変化を調べることを計画した。
これらのことより、福島第一原発事故後の神奈川県内の環境放射能レベルの把握に努める。


